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0 光緒史郎 ( 文科 省 。 科学技術政策研 ) 

工 ． ほ じめ @ こ 科学技術が果たすべき 役割を追求している。 

我が国の総人口に 占める 65 歳以上の老齢人ロ この我が国が 突きつけられた 史上未だかつてない 

ほと ・ 0% に達し、 イタリアを越えて 今や世界で最も 挑戦に対しては、 科学技術はそのもてる 力を総動員 

高齢化が進んだ 国となった i ( 図 IL 。 一方、 15 歳末 し。 総合力を発揮して 課題解決に取り 組むことが 求 

浦人口 ( 年少人口 ) が総人口に占める 割合は㍑ ゐ が められている。 国民の 康 寿命の延伸などの 

とこちらも最低を 更新している。 また、 我が国の人 直接的に関係するライフザイエンス 分野を始め、 情 

Ⅲ ま 。 少子高齢化の 影響により 成 17 年にほ減少に 転 報 通信、 環境、 ナノテク。 材料、 ヱ ネルギⅠもの 

じ 。 今後も長期的に 減少を続けるものと 予測されて づくり技術、 社会基 、 フロンテイア ( 宇宙、 

いる 五 。 の 各分野における 研究開発を活発化することほもち 

(%) ち 

ろん 。 分野横断的な 取り組みを可能とする 新たな 連   
携の枠組みの 構築も今後重要になると 考えられる。 

  本研究でほ 、 特に。 諸分野と比べて 超少子高齢 社 

と 向き合った議論がまだほとんど 見られないものの、 
  

的な産学連携等により 国民社会が抱える 新 

  の 解決にユニークな 役割を果たす 可能性が 

始めた宇宙開発分野を 取り上げ。 今後の方 
  

向は ついて考察を 試みる。 

  議論の範囲としては、 超少子高齢社会のさまざま 
  

な 側面のうち、 平成正 8 年版科学技術白書でも 示さ 

図を 主要先進国の 老年人口の割合の 推移 た 、 生涯にわたる 健康のための 科学技術、 福祉向上 

い 950 年 -2005 年 )  総務省統計局 のための科学技術、 そして健康寿命を 延ばすことな 

どにより心の 豊かさの実現に 資する科学技術など、 

少子高齢化が 社会にもたらす 影響については 多方 保 。 医療。 福祉の分野に 焦点を当て。 宇宙開発と 

面 で活発な議論が 展開されており、 新たな 課 解決 の関連，性を 示すとともに 研究開発の面から 見た寄与 

を 模索するなかで 科学技術の果たす 役割に関する 議 事例及び将来の 潜在的貢献可能性について 検討する。 

論も活発化してきている。 平成 瑠年 科学技術白書は。 

副題に「未来社会に 向けた挑戦 - 少子高齢社会におけ 2 。 保 

る 科学技術の役割」を 掲げ。 人口減少。 少子高齢化 保険。 医療。 福祉についてば、 超高齢社会を 迎え 

が 進展するなかで 豊かで安定的な 社会の実現に 向け 国民社会の関心も 高く。 第 3 期科学技術基本計画の 

た 課題として (1) 人口構造の変化への 対応。 (2H 経 政策目標のひとつとして 示された社会。 国民に支持 

済の活性化、 (3) 心豊かな社会の 構築の j つを 掲げ。 され成果を還元する 科学技術という 観点からも今後 
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る 分野であ ると考える。 保険。 医療。 

福祉分野と宇宙開発の 接点は 、 アポロ計画時代にま 

でさかのぼることが 出来る。 19 ㏄年 7 月 2 

初の月面着陸を 成し遂げた ア 赤口計画は。 12 人の宇 

宙飛行士を月面に 送り、 アポロ㍑号を 最後に 1 

移転事例が紹介されるなど、 № sA の宇宙技術と 医 

康 分野の関連性が 高いことが伺える。 

表 I  宇宙技術の保健。 医 

代表的なスピン オ 

年に終了した。 この壮大な有人宇宙計画の 最中に開 

た 様々な宇宙技術が 保 。 医療。 福祉分野に 

も技術移転 ( スピンオフ ) し 。 今日も用いら 

る製品として 実用化された 例はよく知られている。 

--. 方 、 アポロ計画に 関わった研究 

を 通じた波及効果にも 目を向ける必要があ る " 計画 

のピーク時には㏄ ， 0 ㈹ 入 いた NA 鴎 職員 は アポロ計 

画の終結にともない㈹ 閥年 までに 盤 ， 0 

減少し、 予算も㏄年代半ばの 年間 鰯 億ドルから 1974 

午にほ㏄億ドルにまで 削減された。 その結果、 アポ 

口 計画 肛 携わった約 4 万人と言われる 人 みの大半が 

職を失 う こととなった " 。 しかし。 アポロ計画が 終 

了した翌年の 1973 年、 米国リハビリテーション 法が 

成立し、 全米各地で Rehab ぇ i ぇ tat ぇ on Er ㎏ 鱒は旛琶 

  

者などの運動支援 ) 

スポーツ選手の 身体疲労回復 

[NASA  Sp 血 Off  より一部抜粋 ) 
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引き続き保健。 医療，福祉分野を 始め宇宙技術の 他 

分野への移転プロバラムを 推進している ( 表 ㌦。 

M 簗は 。 全米に構築している 技術移転ネットワー 

クを活かしてこのような 宇宙技術の他分野への 移転 

を積極的に支援している。 その成果 は 。 №弘ぎ 到 OFF 

レポートとしてまとめられ 毎年公表されている " 。 
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べ ー スとなった宇宙技術 開発された製品 

数値シミュレーション 技術 医療用画像処理ソフト 

宇宙観測用機器駆動技術 医療用顕微鏡スタンド   

宇宙実験モニター 用カメラ カプセル型内視鏡 

同レポートで は 。 最初に医療。 健康に関連する 技術 ㎏ォ量監視用点図ディスプレイ l 一般用点図ディスプレイ 

  



宇宙技術の活用に 対する福祉機器関連企業の 関心 

度泣けっして 小さくないものの、 実際の技術のマッ 

チングに際してはコストや 技術的な課 

金がほとんどないこともあ り、 組織的な 

連携の構築にぼ 至っていない " この背景のひとつに 

は、 我が国の宇宙開発が 宇宙医学や生命維持技術な 

。 医療。 福祉分野にも 関連する有人宇宙開発 

の中枢技術を 米国に大きく 依存してきたことが 指摘 

できる。 米国は 、 アポロ計画という 巨大な有人宇宙 

計画を進めたことにより。 保健。 医療。 福祉分野の 

研究者との横断的な 交流を通じて 先端的な技術の 融 

合が進み、 民間への技術移転プロバラムと 連動する 

ことで関連する 様々なスピンオフ 事例が生まれる 土 

壌が 形成された。 一方、 我が国は、 無人宇宙技術で 

は世界的にも 高い水準に達しているものの、 有人宇 

宙技術については、 国際宇宙ステーションへの 参加 

を通して蓄積途上にあ る。 宇宙医学や宇宙飛行壬の 

健康維持。 管理などの面で 国内の研究者との 横断的 

な 共同研究は乏しく、 社会への波及やイノベーショ 

ンへの貢献という 点では極めて 限定的な状況であ る。 

価値観と新たな 宇宙 

冒頭で示したよ う @ ご 我が国が超少子高齢社会に 突 

入し国民の価値観。 ( 例えば物質的な 的豊かさから 心 

の豊かさへの 価値転換など ) 、 ニーズが変化を 見せる 

なか、 宇宙開発の目標や 進め方も今後大きく 変化 セ 

ざるを得ない。 ペンシルロケットの 開発から 5 

国民のための 宇宙開発を目指してきた 我が国の宇宙 

開発は、 今やその国民の 5 人に工人が老齢人口 ( 当 

時の 5% からぬ が に拡大 ) であ ることを再認識し、 

その上で今後何を 目指し何を社会に 還元するか、 潜 

在 的な需要の見通しをしっかり 見極めた上で 技術開 

発に望む必要があ る。 

2004 年 1 月 。 米国ブッシュ 大統は、 月 。 火星への 

有人宇宙飛行を 目指した新しい 宇宙探査計画を 発表 

したが、 当時の世論調査によると 国民の過半数以上 

が「宇宙開発よりも 福祉や教育に 予算を使 う 方がよ 

い 」 と回答している。 同様な 論は我が国でも 聞か 

れ、 一時期失敗が 続き宇宙開発に 対する信頼が 低下 

したこともあ り、 経済問題や社会保障問題への 対応 

など山積する 課題を前に国民世論の 宇宙を語る優先 

度 は 決して高いとは 言えない。 今後、 ポスト国際 宇 

宙 ステーション 時代における 世界の宇宙開発の 長期 

的方向として、 米国だけでなく、 欧州やロシア。 中 

国などでも月での 有人活動とその 先の有人火星探査 

を視野に入れ 始めている。 我が国も国際協力パート 

ナーとして相応の 役割を担うことほ 重要であ るが、 

その際。 我が国の変化する 国民の価値観を 十分踏ま 

えた選択が求められよ う 。 つまり、 超少子高齢社会 

における科学技術の 役割と期待い う 文脈で改めて 宇 

宙開発の役割が 問い直されるということであ る。 こ 

こで保健。 医療。 福祉の向上という、 より国民のニ 

アズと 向き合った 課 に 宇宙開発が寄与し、 新たな 

役割を担えることを 示せるかどうかが 鍵 となる。 こ 

の 新しい時代の 課 に 宇宙開発が応えるためには、 

従来の研究開発体制を 見直 .L 、 地上の保 

福祉分野の研究開発体制とより 緊密に連動し、 相乗 

効果が発揮できる 関係を構築することが 重要であ る。 

現在、 宇宙航空 構 が関連分野で 行って い 

る限定的な産学宮連携関係をより 包括的な連携シス 

テムへと発展させ、 地上と宇宙の 双方向的な連携を 

可能とする宇宙開発推進体制を 構築すべきと 考える。 

その連携の接点は 広がり つ つあ る 俵 3L 。 実際の連 

携に際しては、 制度的障壁なども 想定されるため、 

保健。 医療。 福祉関連政策及び 宇宙開発政策の 両面 

からの政策的フレームワークの 研究も必要となろ う 。 
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5, まとめ 

超少子高齢社会を 迎え、 我が国の宇宙開発は 早晩 

間違いなくその 意義を問い直されることになろ う 。 

本稿では、 超少子高齢社会において 国民社会から 期 

待されている 科学技術の役割のひとっの 側面として 

保健。 医療。 福祉分野を取り 上げ、 今後我が国の 宇 

宙開発が目指すべき 研究開発の方向性を 提示した。 

これほ欧米、 そして、 近年急速に世界の 宇宙開発に 

おいて台頭してきた 中国とも異なる 我が国独自の 宇 

宙開発のモデルを 目指すことにもっががり、 国際競 

学 力の向上にも 資するものと 考える。 

最後にひとつ 興味深いデータを 紹介したい。 今後 

年間及びそれ 以降の㎎年間に 融合すべき相手分 

野についてのアンケート 調査結果であ るが、 同調査 

結果によると。 宇宙を含めたフロンティア 分野は他 

分野から今後 10 年間に融合。 連携を進める 相手とし 

ては見られていないことが 浮き彫りにされている。 

の 、 いずれにせよ 宇宙開発は、 通信、 環境。 ェ ネル 

ギ二 材料、 ライフサイェン ス など広範な技術分野 

にまたがる横断的な 活動であ るにもかかわらず、 他 

分野からは連携。 融合の相手方としてほほとんど 感 

心を示されていないということを 宇宙開発関係者 は 

再認識する必要があ ろう。 今後、 我が国の宇宙開発 

が 、 保健。 医療。 福祉分野との 連携を進めることは、 

図 に示されているよさにそこから 広がる多くの 分野 

との連携関係を 模索することにも 結びつく可能性が 

あ り、 技術や入 材 交流の拡大など   極 的にアプロー 

チ していくことが 必要と考える。 
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と 双方向で融合。 連携の必要性が 浮上してくるもの わ 上土 p: ノ ノラ e Ⅰ COspaceb@z. コ盤 a.lP/lindex.mtml 

( 注け 各分野 て 融合・ 違 蝿を進めるべき 当該分野以外の 分野を 3 つ まで回答。 
( 注 2) 各分野 て 触合・連携を 進めるべきと 3 割以上が回答した 分野に向けて づ を表示し． 双方が該当する 場合は トづて 表示。 
( 注 33) 大線は 5 割以上が、 船台・連携 が 必要であ ると回答した 領域間であ る。 

図 2  分野間の融合連携関係 

「我が国における 科学技術の現状と 今後の発展の 方向性」 

( 科学技術政策研究所、 花 Oh 年 5 月 ) より 
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